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平成 27 年６月 26 日 

各   位 
 

会 社 名 株式会社トーメンデバイス

代 表 者 名 代表取締役社長 妻木  一郎

 (コード番号 ２７３７ 東証第一部)

問 合 せ 先 広 報 ・ I R 室 長 山 口  孝

電 話 番 号 0 3－3 5 3 6－ 9 1 5 0（代表）

 

支配株主等に関する事項について 
 
 当社の支配株主等に関する事項について、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 
１． 親会社等の商号等（平成 27 年３月 31 日現在） 

名 称 属 性 

議決権所有割合（％） 
発行する株券が上場されている

金 融 商 品 取 引 所 等
直 接 

所有分 

合 計 

対象分 
計 

豊田通商株式会社 親会社 26.62 23.50 50.13

株式会社東京証券取引所 

市場第一部 

株式会社名古屋証券取引所 

市場第一部 

株式会社トーメン 

エレクトロニクス 

その他の 

関係会社 
23.50 0.00 23.50 非上場 

 
 

２． 親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の商号又は名称及び

その理由（提出日現在） 
① 商号：豊田通商株式会社 
② 理由：豊田通商株式会社は、当社及び株式会社トーメンエレクトロニクスにとって共通の

親会社であるため、当社に対して最も大きい影響力を持っております。 
 
 
３． 親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との 

関係（提出日現在） 
① 親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け、親会社等やそのグループ企業との

取引関係や人的・資本的関係 
豊田通商株式会社は、当社の議決権の 50.13％を所有する親会社であります。同社が所

有する議決権のうち、23.50％は同社の連結子会社で当社と同業種である株式会社トーメ

ンエレクトロニクスが所有しており、当社は株式会社トーメンエレクトロニクスの持分法

適用関連会社となっております。 
当社は、株式会社トーメンエレクトロニクスとともに、豊田通商グループの化学品・エ

レクトロニクス部門の中核子会社に位置付けられております。当社がサムスングループ製

半導体及び電子部品の取り扱いに特化しているのに対し、株式会社トーメンエレクトロニ

クスはサムスングループ以外の外国系半導体メーカーの半導体及び電子部品を取り扱うこ

とで棲み分けております。 
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親会社等との人的関係につきましては、当社役員 11 名のうち、豊田通商株式会社から

転籍者１名、出向者２名及び兼務者２名、また、株式会社トーメンエレクトロニクスから

兼務者１名となっております。 
また、役員以外では、経営・業務管理体制の強化を目的に、豊田通商株式会社から１名

を管理本部に、営業の強化を目的に、株式会社トーメンエレクトロニクスから１名を営業

本部に、それぞれ出向者を受け入れております。 
 

（転籍役員の受入れ状況） 
役職 氏名 転籍元の親会社等  

代表取締役 
社 長 妻木

つ ま き

 一郎
いちろう

 豊田通商株式会社  

 
（出向役員の受入れ状況） 

役職 氏名 出向元の親会社等 出向者受け入れ理由 

常務取締役 松本
まつもと

 和幸
かずゆき

 豊田通商株式会社 

親会社において経理・財

務、内部統制及びリスク管

理に関する長年の経験を有

しており、管理部門全体を

掌握する取締役として適任

であるため 

常勤監査役 大畠
おおはた

 豊
ゆたか

 豊田通商株式会社 
親会社において審査、法務

及びリスク管理に関する豊

富な経験を有しているため

 
（役員の兼務状況） 

役職 氏名 親会社等での役職 就任理由 

取 締 役 松平
まつだいら

 惣
そう

一郎
いちろう

 
豊田通商株式会社 
専務取締役 

親会社におけるエレクトロ

ニクス部門の幹部社員であ

り、業界経験が豊富なため

取 締 役 青木
あ お き

 厚
あつし

 
豊田通商株式会社 
執行役員 

親会社におけるエレクトロ

ニクス部門の幹部社員であ

り、業界経験が豊富なため

社外監査役 湯
ゆ

山
やま

 勉
つとむ

 
株式会社トーメンエレクトロ

ニクス コーポレート本部

第一ユニット ERM 部長 

審査、法務及びリスク管理

に関する豊富な経験を有し

ているため 
 

② 親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット、 
親会社等やそのグループ企業との取引関係や人的・資本的関係などの面から受ける 
経営・事業活動への影響等 
当社は豊田通商グループのネットワークを活用することにより、事業活動へのプラス効

果が期待できるものと考えております。また、親会社等が議決権の 50.13％を所有し、取

締役の過半数が親会社等の出身者であるため、親会社等の経営方針が、当社の事業活動や

経営判断において影響を与える可能性があります。 
 

③ 親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、親会社等やそのグループ企業

との取引関係や人的・資本的関係などの面から受ける経営・事業活動への影響等がある

中における、親会社等からの一定の独立性の確保に関する考え方及びそのための施策 
当社は、株式会社トーメンエレクトロニクスと同業の半導体商社でありますが、当社が

サムスングループ製半導体及び電子部品の取り扱いに特化していることで事業を棲み分

けております。 

なお、社外取締役 稲津
い な づ

 雅弘
まさひろ

及び社外監査役 神尾
か ん お

 潔
きよし

の両名を、東京証券取引所規則

の定める独立役員として届出ております。 
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④ 親会社等からの一定の独立性の確保の状況（理由を含む） 
親会社等からの事業上の制約はなく、独自に事業活動を行っており、豊田通商グループ

との取引に際しては、市場価格等を勘案した一般取引先と同様の条件に従っております。 
 
 
４． 親会社等との取引に関する事項（提出日現在） 

親会社等との取引は、重要性が低いため記載を省略しております。 

 
 
５． 親会社との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況（提出日現在） 

親会社からの事業上の制約はなく、当社は独自に事業活動を行っており、また、親会社グル

ープとの取引に際しては市場価格等を勘案した一般取引先と同様の条件に従っており、親会

社からの一定の独立性が確保されております。 

 

以 上 


